
キャッシュ・フロー計算書
（令和６年４月１日～令和７年３月31日）

（単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
短期給付金支出  189044841095
拠出金等支出  171966704137
共済業務勘定への繰入れによる支出  4177982000
その他の業務支出  66715349
共済掛金収入 314611229169
介護掛金収入 37302391474
出産育児交付金収入 231598580
退職者給付拠出金還付金収入 8334658
補助金等収入 476776000
その他の業務収入 171815216


小 計  12454097484

利息の受取額 255299840


業務活動によるキャッシュ・フロー  12198797644
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入れによる支出  564300000000
定期預金の払戻しによる収入 473100000000
譲渡性預金の預入れによる支出  52000000000
譲渡性預金の払戻しによる収入 35600000000
有価証券の償還による収入 10000000000


投資活動によるキャッシュ・フロー  97600000000

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 
Ⅳ 資金に係る換算差額 
Ⅴ 資金の減少額  109798797644
Ⅵ 資金期首残高 112037654785


Ⅶ 資金期末残高 2238857141


 これは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

損失の処理に関する書類
（単位：円）

Ⅰ 当期未処理損失  12047338675
当期総損失  12047338675

Ⅱ 損失処理額
欠損金補てん積立金  867154514
積立金取崩額 12914493189


12047338675



Ⅱ 固有の表示科目の内容
勘 定 科 目 内 容

支払基金委託金 社会保険診療報酬支払基金との契約及び覚書に基づく委託金

掛金等振替未払金 短期勘定における保健経理及び共済業務勘定分の掛金の未払分

前受金 短期勘定における任意継続加入事前申込者からの振込分掛金等

支払準備金 短期給付額（医療給付）の支払いは、受診から２か月遅れで支払い、掛
金は１か月遅れで納入されるため、決算時点では２か月分の債務と１か
月分の債権があることになり、この差１か月分の支払いに備えるため、
財会省令第33条第２項に基づき、当該事業年度における短期給付額の
１／12に相当する金額を計上

欠損金補てん積立金 将来の欠損金の補てんに充てるため、規程に基づき、当該事業年度の利
益金を当該事業年度以前３事業年度の短期給付額の平均額の10/100に相
当する金額に達するまで欠損金補てん積立金として計上

保健給付 加入者及びその被扶養者の病気、負傷、出産、死亡に関する法定給付

直営保健給付 私学事業団直営の東京臨海病院で受診した加入者及び被扶養者の診療に
かかった費用の保険者負担分

休業給付 短期給付のうち、傷病手当金、出産手当金、休業手当金といった休業を
理由として給与が減額された場合に生活費を補てんする給付

災害給付 短期給付のうち、弔慰金、家族弔慰金、災害見舞金といった給付

付加給付 法定給付の補てんとして行う現金給付
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注 記 事 項
Ⅰ 重要な会計方針
１．法令に基づく引当金等の計上根拠及び計上基準
支払準備金
日本私立学校振興・共済事業団に係る財務及び会計に関する省令（以下「財会省令」という。）
第33条第２項に基づき、当該事業年度における短期給付額の１／12に相当する金額を計上してお
ります。
令和６年度決算においては、短期給付額の合計が189088281031円となり、その１／12に相当

する金額は15757356753円（小数点以下切上げ）となります。
２．欠損金補てん積立金の計上基準
将来の欠損金の補てんに充てるため、日本私立学校振興・共済事業団会計規程（以下「会計規
程」という。）第90条第１号に基づき、当該事業年度の利益金を当該事業年度以前３事業年度の短
期給付額の平均額の10／100に相当する金額に達するまで欠損金補てん積立金として計上してお
ります。
当該事業年度以前３事業年度の短期給付金の平均額（令和４年度172490547499円、令和５年

度185186397239円、令和６年度189088281031円、合計546765225769円の１／３（平均）＝
182255075256円）の10／100に相当する額は18225507526円（小数点以下切上げ）となります。
令和６年度期首における欠損金補てん積立金17358353012円に対する不足額は867154514円

となるため、積立金を取り崩し、欠損金補てん積立金に積み増すこととなります。
３．有価証券の評価基準及び評価方法
財会省令第31条に基づき取得価額で計上しております。

４．消費税等の会計処理
税込方式によっております。

５．重要な会計上の見積り
会計上の見積りのうち、翌年度の財務諸表に重要な影響を及ぼす事項はありません。
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